
川崎市総合計画第１期実施計画　政策体系図

基本
政策

政策 施策 事務事業（○は本計画に掲載している主な事務事業

 政策 4-5 魅力ある都市拠点を整備する

 施策 4-5-1 魅力にあふれた広域拠点の形成

○ 川崎駅周辺総合整備事業

○ 京急川崎駅周辺地区整備事業

○ ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備事業

○ 小杉駅周辺地区整備事業

○ 新百合ヶ丘駅周辺地区まちづくり推進事業

 施策 4-5-2 個性を活かした地域生活拠点等の整備

○ 新川崎駅・鹿島田駅周辺地区まちづくり推進事業

○ 溝口駅周辺地区まちづくり推進事業

○ 鷺沼駅周辺まちづくり推進事業

○ 登戸土地区画整理事業

○ 柿生駅周辺地区再開発等事業

○ 南武線沿線まちづくり推進事業

○ 南武支線沿線まちづくり推進事業



①

②

※1

※1

※1

※1

※１ 指標達成度の目安【 a．目標値以上（100％以上）、b．現状値以上～目標値未満、c．目標達成率60％以上～現状値未満、d．目標達成率60％未満】
※２ 指標達成度の目安【 a．目標値以上（100％以上）、b．個別設定値(「指標の説明」欄に記載)以上～目標値未満、c．目標達成率60％以上～個別設定値未満、d．目標達成率60％未満】

施策評価シート（第1期実施計画　総括評価）
１　施策の概要

政策体系上
の位置づけ

基本政策(1層) 活力と魅力あふれる力強い都市づくり

政策(2層)
計画当初値
（H2７年）

70.0％

魅力ある都市拠点を整備する

市内の広域拠点駅（川崎駅、武蔵小杉駅、新百合ヶ丘駅）の周辺に魅力や活気があると思う市民の割合 市民
実感指標

担　　当
組織コード

504100

直近実績値
（H29年）

最終目標値
（H37年）

52.6％ 40.8％ 52.6％

施　　策
（3層）

施策コード 施　　策　　名

40501000 魅力にあふれた広域拠点の形成

所　　属　　名

まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

市内の地域生活拠点駅（新川崎・鹿島田駅、武蔵溝ノ口駅、鷺沼・宮前平駅、登戸・向ヶ丘遊園駅）の周辺
に魅力や活気があると思う市民の割合

70.0％ 68.2％

達成率( / ）

実績値 

単位等H28年度 H29年度

２　成果指標やその他成果などの状況と成果の分析
実施計画に位置付けた指標名　（指標の説明） 現状値(年度) 目標・実績

万人
目標値 

関係課 まちづくり局拠点整備推進室

施策の概要

●グローバル化が急速に進展する中で、首都圏の好位置にある本市の強みを最大限に活かした広域拠点の整備により、戦略的に「都市の成
長」を引き寄せ、時代の変化に応じて必要となる都市機能の集積・更新により「都市の成熟化」を図ることで、都市の活力向上による持続可能
なまちづくりを推進します。
●川崎駅周辺では、北口自由通路や川崎駅西口駅前ペデストリアンデッキの整備により、歩いて移動しやすい歩行者空間の整備を推進しま
す。さらに、その効果を最大限に活用するため、ＪＲ・京急の駅間の連携強化を進めるとともに、民間活力を活かした羽田空港や臨海部の玄関
口である京急川崎駅周辺のまちづくりを推進します。また、建物の高経年化が進む東口の既成市街地等ついては、計画的かつ段階的な土地
利用誘導や既存ストックの有効活用等において、民間活力を活かしながら多様な都市機能の集積による土地の高度利用を図るなど、本市の
玄関口としてふさわしい、更なる魅力を発信する安全・安心な都市拠点の整備を推進します。
●小杉駅周辺では、南側において、小杉町３丁目東地区市街地再開発事業や国道４０９号の整備にあわせたまちづくりを進め、都市基盤整備
を推進するとともに、北側において、医療・福祉、文化・交流機能を中心としたまちづくりを進め、多くの都市機能が集積した誰もが暮らしやすい
まちづくりを推進します。
●新百合ヶ丘駅周辺は、文化・芸術などの地域資源を活かした、賑わいのあるまちづくりを進めるとともに、周辺環境の変化等を見据え、新た
な土地利用転換などに伴う適切な誘導や交通環境改善を図り、より質の高い、魅力ある広域拠点の形成を推進します。

直接目標 川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

広域拠点の駅の川崎市統計書による乗車人員を合計
指標の
説明

増減

増減

12.9
13.3
103.1%

57.5

指標達成度

指標達成度

目標値 

実績値 

Ｈ25

3

実績値 

12.7
13.1
103.1%

56.4
106.2%達成率( / ）

実績値 
2

広域拠点（川崎駅・武蔵小杉駅・新百合ヶ丘駅）の駅平
均乗車人員 52.4

目標値 

1

広域拠点（川崎駅・武蔵小杉駅・新百合ヶ丘駅）の駅周
辺人口 12.6

指標の
説明

広域拠点の駅を中心に半径500m圏内の町丁目の川崎市統計書によ
る人口を合計

H26

a a

a a
53.8

万人/日

4

指標の
説明

達成率( / ）

指標の
説明

達成率( / ）

目標値 

H29年度 単位

指標の
説明

実績

指標等の
成果分析

（指標の目標値達成
を阻む外的要因等
を含めて記載）

●広域拠点の駅周辺人口については、拠点整備や拠点整備の波及効果により、全駅とも目標値を上回るなど、数値目標を達成しています。
●駅乗車人員については、拠点整備や拠点整備の波及効果により、全駅とも目標値を上回るなど、数値目標を達成しています。

指標の
説明

2

53.1

106.9%

1 実績

数値で把握できる補足指標　（指標の説明） 実績 H27年度

定性的な成果
（取組を進めたこと
で発現した数値では
測れない効果などに
ついて記載）

●川崎駅周辺地区では、北口通路の供用開始や川崎駅西口駅前ペデストリアンデッキの整備完了などにより、東西自由通路の混雑緩和や駅
東西の利便性・回遊性等の向上が図られるなど、一定の効果があったものと考えます。

成
果
指
標

指標達成度

指標達成度

H28年度



５　今後の方向性

今後の
事業構成の
妥当性

（手段は妥当か？）

選択区分

Ⅱ

今後の
事業の
方向性

予算額 決算額

H27年度

H28年度
H29年度(※決算額は見込)

３　施策を構成する主な事務事業の評価

番
号

サービ
ス分類

事業の
達成度

事業費（千円）

施策へ
の貢献
度

主な取組の実績

事務事業コード

事務事業名

2 その他

5,970 5,400

895,855

1 その他
Ⅰ

現状のま
ま継続

Ⅱ
改善しな
がら継続

31,561,422 1,799,346

31,387,237

Ⅱ
改善しな
がら継続

320,000 9,191

315,934 12,120

A 
貢献して
いる

Ⅵ
事業終了3

小杉駅周辺地区整備
事業

●小杉町3 丁目東地区の事業推進（既存建築物除却工事の完
了）
●小杉町2 丁目地区の一部工事完了（Ａ地区完成）

●民間開発の誘導

A 
貢献して
いる

●川崎駅周辺総合整備計画に基づく事業の推進
●川崎駅西口駅前ペデストリアンデッキの整備完了(H30,1)
●民間開発の誘導（大宮町Ａ－２街区に関する協議調整）

●民間開発事業の整備促進
　（川崎駅北口地区第２街区、京急川崎駅西街区の検討）
●都市基盤整備等の取組推進

40501010

40501020

京急川崎駅周辺地区
整備事業

A 
貢献して
いる

2,480,315

272,230

A 
貢献して
いる

31,187,657 770,054

32,080,350

川崎駅周辺総合整備
事業

3 その他

5 その他

40501050

886,462

3,527,675

40501030

JR川崎駅北口自由通
路等整備事業

●中央北改札の先行開業、北改札の開業及び北口自由通路の
供用開始（平成30年2月17日供用開始）
●北口自由通路西側ペデストリアンデッキの供用開始
●行政サービス施設等の開設
●アゼリア接続エレベータの整備完了

2,941,705 1,177,642

4 その他

1,400,849 146,917

2,466,653 1,090,166

33,739,552

40501040

6

新百合ヶ丘駅周辺地
区まちづくり推進事業

17,300 6,410

54,288

新百合ヶ丘駅周辺地区については、民間
開発の適切な誘導や交通環境改善を図
り、より質の高い、魅力ある広域拠点の形
成を推進します。

Ⅰ
現状のま
ま継続

A 
貢献して
いる

386,000 31,503

32,000

区　分 達成状況区分を選択した理由

４　施策の達成状況

施策の
達成状況

（指標等の成果を中
心に施策を構成す
る事務事業の評価
等から総合的に評

価）

選択区分

A

Ａ．順調に推移した
　　（目標を達成した）
Ｂ．一定の進捗があった

　（目標未達成のものがあるが
　　一定の進捗があった）
Ｃ．進捗が遅れた
　　（現状を下回るものが多くあった）
Ｄ．進捗は大幅に遅れた
（現状を大幅に下回った）

●配下の事務事業の取組は、概ね掲げた目標どおりに進捗しました。
●広域拠点の駅周辺人口及び駅平均乗車人員とも、数値目標を達成していることから、引
き続き、目標達成に向けて事業を推進します。

Ⅰ．効果的な事業構成である
　　（現状のまま継続する）
Ⅱ．概ね効果的な構成である
　　（一部見直し等の余地がある）
Ⅲ．あまり効果的な事業構成でない
　　（見直し等の余地が大きい）
Ⅳ．事業構成に問題がある
　　（抜本的な見直し等が必要である）

区　分 「事業構成の妥当性を選択した理由」及び「今後の方向性」

●川崎駅周辺は、川崎駅周辺総合整備計画に基づき、引き続き、事業を推進します。
●京急川崎駅周辺は、今後、交通管理者や関係権利者との合意形成を図りながら土地利
用・基盤整備方針を策定します。
●小杉駅周辺は、今後も民間開発事業を的確に捉え適切に誘導を図りながら、都市の活
力向上による持続可能なまちづくりを推進するとともに、駅利用者増に伴う駅及び駅周辺の
混雑状況に対して、鉄道事業者と連携して安全性・利便性の向上に向けた交通機能の強
化等の取組を推進します。
●新百合ヶ丘駅周辺は、周辺環境等の変化を注視しながら、広域拠点として相応しい土地
利用誘導を継続して行っていきます。

事務事業の概要
（簡潔に記載）

川崎駅周辺地区については、本市の玄関
口にふさわしい、多様な賑わいや交流が
生み出す活力と魅力にあふれた広域拠点
の形成を推進します。

京急川崎駅周辺地区については、羽田空
港との直結などの地理的優位性を活か
し、川崎の玄関口にふさわしい商業・業務
等の集積による賑わいを民間主導で創出
します。

JR川崎駅へのアクセス性の向上と東西自
由通路の混雑緩和、駅東西の利便性・回
遊性等の向上を図るため、北口自由通路
と新たな改札口を整備します。

小杉駅周辺地区については、民間開発の
適切な誘導と支援により、都市型住宅や
商業、業務、公共公益施設などがコンパク
トに集約した、市域の中心に位置する広域
拠点として、ふさわしい都市拠点の形成を
図ります。

7

8



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

川崎駅周辺地域及びそこで活動する市民、事業者

本市の玄関口にふさわしい、多様な賑わいや交流が生み出す活力と魅力にあふれた広域拠点の形成

北口自由通路や堀川町ペデストリアンデッキの整備により、歩いて移動しやすい歩行空間の整備を推進するとともに、民間活力を活
かした京急川崎駅周辺のまちづくりの推進や、建物の高経年化が進む東口の既成市街地等について、計画的かつ段階的な土地利
用誘導や既存ストックの有効活用などを行う。

①「川崎駅周辺総合整備計画」に基づく事業の推進
②堀川町Ｃ地区連絡ペデストリアンデッキの整備完了
③川崎駅東口周辺の事業化に向けた手続等の推進
④「小川町地区都市基盤施設活用方策」に基づく取組の推進
　　・バス発着場の供用開始
　　・代替施設の工事完了
　　・自転車等駐輪場整備に関する検討・基本設計の実施
⑤民間開発の誘導
　　・大宮町A-2街区に関する協議及び調整

1,269,156 2,080,350 2,480,315

590,775

1,025,000

44,92844,928

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

説明 実績

目標

説明 実績

目標

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標どおり達成できました。
①公共空間の有効活用による賑わい創出に向けた取組など、川崎駅周辺総合整備計画に基づく取組を推進しました。
②堀川町Ｃ地区連絡ペデストリアンデッキは、平成30年１月に整備完了しました。
③川崎駅東口地区は、関係者との勉強会を開催するなど、東口周辺のまちづくり手法等の検討を行いました。
④小川町地区駐輪場の代替施設として、京急高架下駐輪場の工事に着手し、併せて詳細設計に着手しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

1

2

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン、まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、環境基本計画、情報化推進プラン、総合都市交通
計画、新・かわさき観光振興プラン

□ □  

実施根拠 □ □ □

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

29,656

45,453

47,965

- 83,676 - 79,725 137,484

546,000 - 569,000

年度

45,453

31,794 -

予算額 決算額 計画事業費

1,187,657 770,054

526,187 -

事業費　A 895,855 272,230

一般財源 13,424 -

H27年度 H28年度

355,572

81,859

-

実施計画の記載

川崎駅周辺総合整備事業 有

事業開始年度

―

5.4

人件費※　B

445,000 -

2,525,243総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 5.36

1,233,110 815,507 1,314,084

事務事業
事務事業コード

40501010

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

506200 まちづくり局拠点整備推進室・市街地整備部地域整備推進課

事務事業名

-

2,125,278

869,901

-

44,928

H29年度



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

平成１８年に策定した川崎駅周辺総合整備計画に基づくこれまでの取組成果を活かしつつ、少子高齢化の進展や羽田空港の国際
化など、社会経済情勢の変化を踏まえた取組の推進が必要です。

平成２７年度　川崎駅周辺総合整備計画の改定

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

　川崎駅周辺地区は、川崎の玄関口としてふさわしい都市機能の誘導、都市基盤の整備の推進と賑わいの創出等に向け、より一層
の取組を推進する必要があります。

方向性区分

必要性

H 27 年度 □

　川崎駅周辺総合整備計画に基づき、引き続き、事業を推進してまいります。

有効性

効率性

川崎駅周辺総合整備計画に基づき、事業を推進することで、駅周辺の魅力向上が図られています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間活力を活かした都市機能の誘導や公共空間の有効活用による財源の確保を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進し
ています。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

大宮町Ａー２街区など民間活力を活かした都市機能集積や堀川町Ｃ地区連絡ペデストリアンデッキの整備
完了による回遊性・利便性の向上など、魅力にあふれた広域拠点の形成が図られており、貢献度は高いと
考えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

c

c

a．可能性はない
b．可能性はある



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

-

35,736

0

-

19,802

H29年度

事務事業
事務事業コード

40501020

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

506200 まちづくり局拠点整備推進室

事務事業名 実施計画の記載

京急川崎駅周辺地区整備事業 有

事業開始年度

―

2.38

人件費※　B

0 -

31,922総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 2.99

45,355 34,546 36,802

年度

25,355

20,000 -

予算額 決算額 計画事業費

20,000 9,191

0 -

事業費　A 5,970 5,400

一般財源 5,970 -

H27年度 H28年度

0

0

-

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

17,000

25,355

15,934

- 0 - 0 0

0 - 0

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン、まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、川崎駅周辺総合整備計画、京急川崎駅周辺地区ま
ちづくり整備方針

□ □  

実施根拠 □ □  

□

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

①民間開発事業の誘導に向け、共同化などによる大街区化の検討や関係権利者等との協議・調整を行いました。
②川崎駅北口地区第２街区については、事業化に向け、基本計画の検討を行い、京急川崎駅西街区については、基本設計を実施し
ました。
③については、交通管理者及び京急川崎駅西口街区との協議を踏まえ、庁内調整を図りながら、基盤整備方針（案）の方向性につ
いて確認を進めました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

1

2

3

説明 実績

目標

目標

説明 実績

説明

目標

実績

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

①民間開発事業の誘導に向けた関係権利者等との協議・調整

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

京急川崎駅周辺地区の土地・建物など

川崎の玄関口としてふさわしい都市的な土地利用や景観形成を誘導します。

民間の土地利用転換のタイミングを捉え、狭小敷地が多く低利用に留まっている地区等においては、共同化などによる大街区化を誘
導するとともに、これら民間事業の進捗にあわせて脆弱な都市基盤の再編整備を進めます。

①民間開発事業の誘導に向けた「京急川崎駅周辺地区整備促進計画」の策定
②民間開発事業の整備促進
　　　・川崎駅北口地区第２街区の事業推進
　　　・京急川崎駅西街区の実施設計の実施
③都市基盤整備等の取組推進

17,000 15,934 12,120

0

0

19,80219,802



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

今後、交通管理者や関係権利者との合意形成を図りながら土地利用・基盤整備方針を策定し、都市計画道
路の変更手続等を推進することで、魅力と活力にあふれる広域拠点の形成を進めていきます。

有効性

効率性

今年度、交通管理者及び京急川崎駅西街区との協議を踏まえ、庁内調整を図りながら、基盤整備方針（案）の方向性について確認
を進めたことから、事業化へ向けた成果は順調に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

基盤整備の基本計画や交通管理者等の協議資料作成などの業務を委託することにより、効率的に業務を進めています。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

本事業により、両駅間のアクセス向上や駅前歩行者空間等の整備による安全・安心の向上や賑わいの創出
が図られることから、施策への貢献度は非常に高いと言えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

a．可能性はない
b．可能性はある

羽田空港等へのアクセス性や多様な来街者が期待できる地理的優位性も有していますが、都市基盤が脆弱なため、賑わいの創出
が図られておらず、ＪＲ川崎駅北口通路開業により、両駅間のアクセス向上や安全・安心な駅前歩行者空間等の整備が必要です。

方向性区分

必要性

H 26 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

国際都市東京や国際化が進められている羽田空港と直結する地理的優位性を活かし、本市の広域拠点として広域調和型まちづくり
の更なる推進が求められております。

川崎駅周辺にありながらポテンシャルを活かしたまちづくりが進んでいないことを踏まえ、平成２７年３月に京急川崎駅周辺地区まち
づくり整備方針を策定しました。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

市民・駅利用者等

ＪＲ川崎駅へのアクセス性の向上と東西自由通路の混雑緩和、駅東西の利便性・回遊性等の向上を図るため、北口自由通路と新た
な改札口を整備します。

北口自由通路と新たな改札口の整備について、鉄道施設の保有・管理者にあたるＪＲ東日本と「施行協定」を締結の上、整備工事を
実施中です。基礎杭工事における地中障害物の出現に伴い工程を見直し、供用開始を平成３０年３月としました。

①中央北改札の先行開業、北改札の開業及び北口自由通路の供用開始
②北口自由通路西側ペデストリアンデッキの供用開始
③行政サービス施設等の開設
④アゼリア接続エレベータの整備完了

3,698,713 3,739,552 3,527,675

1,258,955

1,451,000

23,29623,296

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

説明

目標

実績

目標

説明 実績

説明 実績

目標

4
目標

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

ほぼ目標どおり達成しました。
①北改札及び北口通路については、平成３０年２月１７日に供用開始しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

1

2

3

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

国際施策推進プラン、まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、総合都市交通計画、川崎駅周辺総合整備計画、川
崎パラムーブメント推進ビジョン

□  □ □

実施根拠 □  □

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

938,475

20,946

837,560

- 39,427 - 301,283 386,401

318,000 - 1,200,000

年度

20,946

913,635 -

予算額 決算額 計画事業費

2,466,653 1,090,166

1,195,591 -

事業費　A 2,941,705 1,177,642

一般財源 1,050,982 -

H27年度 H28年度

1,431,230

48,493

-

実施計画の記載

ＪＲ川崎駅北口自由通路等整備事業 有

事業開始年度

―

2.8

人件費※　B

411,000 -

3,550,971総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 2.47

2,487,599 1,111,112 3,722,009

事務事業
事務事業コード

40501030

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

平成３０年 その他 ―

506200 まちづくり局拠点整備推進室

事務事業名

-

3,762,848

1,064,591

-

23,296

H29年度



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

a

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

社会経済情勢を踏まえて改定した「川崎駅周辺総合整備計画」基づく事業との連携を図りながら、川崎駅北口自由通路の整備を着
実に推進する必要があります。

Ｈ２７　基礎杭工事における地中障害物の出現に伴い工程を見直し、供用開始を平成３０年３月としました。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

JR川崎駅へのアクセス性の向上と東西自由通路の混雑緩和、駅東西の利便性・回遊性等の向上を図っていく必要があります。

方向性区分

必要性

H 27 年度 □

JR川崎駅の北改札及び北口通路の供用を開始するなど事業の目的を達成できたため、予定どおり事業を
終了します。北口通路の整備に伴う既存駅施設等の改修工事など残工事については、川崎駅周辺総合整
備事業の中で推進します。また、北口通路供用後の駅周辺の利用者動向等の調査を行い、周辺の開発動
向を踏まえながら、利便性・回遊性等の向上に向けた取組を推進していきます。

有効性

効率性

北改札及び北口通路等について、目標どおりに供用開始しました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

JR東日本との施行協定に基づき、効率的に事業を実施しました。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅵ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

JR川崎駅北改札や北口通路、西口駅前ペデストリアンデッキの供用開始など、歩いて移動しやすい歩行者
空間を整備することにより、川崎駅周辺の魅力を高めており、活力と魅力にあふれた広域拠点の形成に取り
組む施策に貢献しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

a．可能性はない
b．可能性はある



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

市民

商業、業務、都市型住宅、公共公益施設などがコンパクトに集約した、広域拠点としてふさわしい都市拠点の形成を図ります

市街地再開発事業や地区計画など都市計画を活用した民間開発事業を推進し、道路、公園等の都市基盤整備を推進するとともに、
商業・業務、医療・福祉、文化・交流機能など、多くの都市機能が集積した誰もが暮らしやすいまちづくりを推進します。

①小杉町3 丁目東地区の事業推進
②小杉駅東部地区の地区計画に基づく誘導、支援
③小杉町2 丁目地区の一部工事完了
④小杉駅北口地区の建築工事着手
⑤日本医科大学地区の建築工事着手
⑥国道409 号沿道の土地利用方針に基づく取組の推進

1,470,222 1,387,237 886,462

728,900

133,000

61,48561,485

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

④小杉駅北口地区（エルシィ跡地等）の都市計画手続の推進【変更】
⑤日本医科大学地区の建築工事着手に向けた手続の推進【変更】

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

説明 実績

目標

説明 実績

目標

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

ほぼ目標どおり達成できました。
①小杉町３丁目東地区では、新築工事に影響のない広場部分を除く既存建物除却工事を完了しました。
②小杉駅東部地区では、関係権利者に対して地区計画に基づく開発計画の検討状況を確認しました。
③小杉町２丁目地区では、A地区が完成しました。
④小杉駅北口地区（エルシィ跡地等）では、都市計画に係る企画提案書等の調整を進めました。
⑤日本医科大学地区では、A地区着手に向け道路協議、開発協議を概ね終了しました。
⑥国道409号沿道については、地権者等の意向の変化を踏まえ、土地利用方針策定に向け、賑わいあるまちづくりに資する活用や
共同化等に係る検討を行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

1

2

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、住宅基本計画、総合都市交通計画

□ □ □  

実施根拠 □ □

□

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

621,822

72,843

507,457

- 12,000 - 12,500 15,000

107,000 - 107,000

年度

72,843

621,922 -

予算額 決算額 計画事業費

1,561,422 1,799,346

820,500 -

事業費　A 1,400,849 146,917

一般財源 653,049 -

H27年度 H28年度

693,800

6,000

-

実施計画の記載

小杉駅周辺地区整備事業 有

事業開始年度

―

7.39

人件費※　B

48,000 -

947,947総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 8.59

1,634,265 1,872,189 1,531,707

事務事業
事務事業コード

40501040

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

506200 まちづくり局拠点整備推進室

事務事業名

-

1,448,722

731,780

-

61,485

H29年度

都市計画法、都市再開発法



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

a

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

高齢化が進展した人口減少社会を見据え、誰もが便利に公共サービスを受けられるよう、さまざまな都市機能を駅周辺に効率的に
集約・整備するとともに、駅へのアクセス性を高める幹線道路等の都市基盤の整備を進め、利便性の高い都市生活環境を備えた活
力と魅力に溢れた広域拠点の形成を推進していく必要があります。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

小杉駅周辺については、開発の契機をとらえ都市機能の集約や基盤整備を進めており、今後も引き続き民間開発を適切に誘導・支
援することで、利便性の高い都市生活環境を備えた誰もが暮らしやすいまちづくりを推進していく必要があります。

方向性区分

必要性

□ H 年度

広域拠点の形成に向けた都市機能の集積や基盤整備等について、今後も民間開発事業を的確に捉え適切
に誘導を図りながら、都市の活力向上による持続可能なまちづくりを推進していきます。

有効性

効率性

駅直結の大規模商業施設や都市型住宅等の整備、公共公益施設の再整備、道路や駅前広場の整備等により、都市の活力や駅周
辺の利便性が大きく向上しています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

地区の骨格を形成する事業について重点的に支援し、都市計画手法等を用いて民間開発事業を誘発することで、波及効果の高い
効率的なまちづくりの推進を図っています。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅱ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

駅直結の大規模商業施設や都市型住宅等の整備、公共公益施設の再整備、道路や駅前広場の整備等に
より、都市の活力や駅周辺の利便性が大きく向上しており、誰もが暮らしやすい、活力と魅力に溢れた広域
拠点の形成に取り組む施策に貢献しています。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

c

a．可能性はない
b．可能性はある



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

川崎・武蔵小杉・新百合ヶ丘駅周辺の魅力を高める

市民、鉄道駅利用者など

より質の高い、魅力ある広域拠点の形成を推進します。

新たな土地利用転換・建物の更新に伴う民間開発の適切な誘導や駅前の交通環境改善を図ることで、より質の高い、魅力ある広域
拠点の形成を推進します。

①民間開発の誘導

0 2,000 54,288

0

0

3,0783,078

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

説明

目標

実績

目標

説明 実績

説明 実績

目標

4
目標

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標どおり達成できました。
①新百合ヶ丘まちづくり懇談会への参加などを通じて、駅周辺の地権者と今後のまちづくりについての意見交換を行うなどの取組に
より、「土地利用転換の誘導」と「交通結節機能の強化」を図るための総合的な取組の必要性を共有しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 魅力にあふれた広域拠点の形成

直接目標

1

2

3

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、総合都市交通計画

□ □ □  

実施根拠 □ □  

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

0

3,307

2,000

- 9,000 - 0 0

32,000 - 0

年度

3,307

1,000 -

予算額 決算額 計画事業費

86,000 31,503

44,000 -

事業費　A 17,300 6,410

一般財源 785 -

H27年度 H28年度

9,515

0

-

実施計画の記載

新百合ヶ丘駅周辺地区まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

0.37

人件費※　B

7,000 -

57,366総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 0.39

89,307 34,810 3,078

事務事業
事務事業コード

40501050

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名

-

5,078

0

-

3,078

H29年度



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

　周辺環境の変化等を見据え、新たな土地利用転換などに伴う適切な誘導や交通環境改善を図るため、駅周辺地区の現況を把握し
た上で、ターミナル駅にふさわしい交通結節機能等に関する検討を行う必要があります。

平成27年度：新百合ヶ丘駅北口駅前広場内における、一般車等の利用の変更を行いました。
平成28年度：新百合ヶ丘駅南口駅前広場における再整備を行いました。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

　新百合ヶ丘駅周辺地区は、本市の広域拠点として、周辺環境等の変化を見据えた適切な土地利用転換の誘導と交通結節機能の
強化に向けた取組を進める必要があります。

方向性区分

必要性

H 28 年度 □

周辺環境等の変化を注視しながら、新百合ヶ丘駅周辺のまちづくりの検討を行い、広域拠点として相応しい
土地利用誘導を継続して行っていきます。

有効性

効率性

施策の成果指標である「駅周辺人口」や「駅平均乗車人員」は、目標値を上回るなど、事業の成果は徐々に上がってきています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間開発の誘導については、委託などにより民間を活用し、適切な事業手法等を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進し
ていきます。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

民間開発などの土地利用誘導は、魅力ある広域拠点の形成に資する取組であり、貢献度は高いと考えま
す。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

c

a．可能性はない
b．可能性はある



①

②

※1

※1

※1

※1

※１ 指標達成度の目安【 a．目標値以上（100％以上）、b．現状値以上～目標値未満、c．目標達成率60％以上～現状値未満、d．目標達成率60％未満】
※２ 指標達成度の目安【 a．目標値以上（100％以上）、b．個別設定値(「指標の説明」欄に記載)以上～目標値未満、c．目標達成率60％以上～個別設定値未満、d．目標達成率60％未満】

施策評価シート（第1期実施計画　総括評価）
１　施策の概要

政策体系上
の位置づけ

基本政策(1層) 活力と魅力あふれる力強い都市づくり

政策(2層)
計画当初値
（H2７年）

70.0％

魅力ある都市拠点を整備する

市内の広域拠点駅（川崎駅、武蔵小杉駅、新百合ヶ丘駅）の周辺に魅力や活気があると思う市民の割合 市民
実感指標

担　　当
組織コード

504100

直近実績値
（H29年）

最終目標値
（H37年）

52.6％ 40.8％ 52.6％

施　　策
（3層）

施策コード 施　　策　　名

40502000 個性を活かした地域生活拠点等の整備

所　　属　　名

まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

市内の地域生活拠点駅（新川崎・鹿島田駅、武蔵溝ノ口駅、鷺沼・宮前平駅、登戸・向ヶ丘遊園駅）の周辺
に魅力や活気があると思う市民の割合

70.0％ 68.2％

達成率( / ）

実績値 

単位等H28年度 H29年度

２　成果指標やその他成果などの状況と成果の分析
実施計画に位置付けた指標名　（指標の説明） 現状値(年度) 目標・実績

万人
目標値 

関係課 まちづくり局総務部企画課、まちづくり局登戸区画整理事務所、まちづくり局市街地整備部防災まちづくり推進課

施策の概要

●交通結節点である鉄道駅を中心とした地域生活拠点では、市街地開発事業等により商業、業務、都市型住宅等の機能の集積を図るととも
に、バリアフリーに配慮した交通広場等の都市基盤の整備等を行うことで、安全で快適な利便性の高い都市機能がコンパクトに集約したまちづ
くりを進めています。今後も引き続き、それぞれの地域特性や個性を活かした地域生活拠点の整備を推進します。
●鉄道沿線を中心に、概ね４つのエリアに展開する生活行動圏では、広域拠点等の重点的整備により、まちづくりによる大きな効果が見られる
中、その効果が拠点駅周辺の身近な駅周辺にも波及しつつある状況を捉え、拠点整備の波及効果を効率的かつ効果的に活用するため、生活
行動圏に沿った拠点間を結ぶ４つのエリアそれぞれの特性を活かした身近なまちづくりを推進します。
●広域拠点や地域生活拠点以外の交通利便性が高い身近な駅周辺では、鉄道を主軸に沿線の拠点地区と都市機能を連携・分担し、地域の
特性や課題に応じた交通や生活の利便性の充実などにより、地域住民の暮らしを支えるまちづくりを推進します。

直接目標 新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

地域生活拠点の駅の川崎市統計書よる乗車人員を合計
指標の
説明

増減

増減

17.6
18.4
104.5%

48.3

指標達成度

指標達成度

目標値 

実績値 

Ｈ25

3

実績値 

17.5
18
102.9%

47.7
100.2%達成率( / ）

実績値 
2

地域生活拠点（新川崎・鹿島田駅、溝口駅、鷺沼・宮前
平駅、登戸・向ヶ丘遊園駅）の駅平均乗車人員 47.3

目標値 

1

地域生活拠点（新川崎・鹿島田駅、溝口駅、鷺沼・宮前
平駅、登戸・向ヶ丘遊園駅）の駅周辺人口 17.5

指標の
説明

地域生活拠点の駅を中心に半径500m圏内の町丁目の川崎市統計書
よる人口を合計

H26

a a

a a
47.8

万人/日

4

指標の
説明

達成率( / ）

指標の
説明

達成率( / ）

目標値 

H29年度 単位

指標の
説明

実績

指標等の
成果分析

（指標の目標値達成
を阻む外的要因等
を含めて記載）

●地域生活拠点の駅周辺人口については、鹿島田駅西部地区市街地再開発事業の完成などの拠点整備や拠点整備の波及効果により、数
値目標を達成しています。
●駅乗車人員については、駅周辺の人口増加など、拠点整備や拠点整備の波及効果により、全駅とも目標値を上回るなど、数値目標を達成
しています。

指標の
説明

2

47.6

101.0%

1 実績

数値で把握できる補足指標　（指標の説明） 実績 H27年度

定性的な成果
（取組を進めたこと
で発現した数値では
測れない効果などに
ついて記載）

●「柿生駅周辺地区まちづくりビジョン」や「南武支線沿線まちづくり方針」の策定や登戸地区や南武線沿線の勉強会等の開催により、市民に
対するまちづくりの認知度の向上が図られるなど、一定の効果があったものと考えます。

成
果
指
標

指標達成度

指標達成度

H28年度



５　今後の方向性

今後の
事業構成の
妥当性

（手段は妥当か？）

選択区分

Ⅱ

今後の
事業の
方向性

予算額 決算額

H27年度

H28年度
H29年度(※決算額は見込)

３　施策を構成する主な事務事業の評価

番
号

サービ
ス分類

事業の
達成度

事業費（千円）

施策へ
の貢献
度

主な取組の実績

事務事業コード

事務事業名

2 その他

264,838 102,000

59,285

1 その他
Ⅰ

現状のま
ま継続

Ⅲ
事業規模
拡大

34,427,501 5,163,366

35,511,315

Ⅰ
現状のま
ま継続

3472,752 541,574

30 0

B 
やや貢献
している

Ⅰ
現状のま
ま継続

3

登戸土地区画整理事
業

●整備プログラムに基づく重点的な整備の推進
●登戸駅西側周辺地区等の集団移転の実施
●多摩区の玄関口にふさわいいまちの賑わいの創出に向けた
取組の推進

●事業化に向けた取組の推進
●バス暫定広場の維持管理

●「南武線沿線まちづくり方針」のとりまとめ
●民間開発の誘導

B 
やや貢献
している

●新川崎地区地区計画に基づく土地利用の誘導
●民間開発の誘導

●民間開発の誘導

40502010

40502020

溝口駅周辺地区まち
づくり推進事業

A 
貢献して
いる

4,536

2,555,578

A 
貢献して
いる

32,400 261,559

32,000

新川崎駅・鹿島田周辺
地区まちづくり推進事
業

3 その他

5 その他

40502050

4,043,931

11,772

40502030

鷺沼駅周辺まちづくり
推進事業

●鷺沼駅前地区の都市計画手続きに向けた取組の推進

1,500 1,296

4 その他

3,619,079 2,022,272

4,860 4,104

315,265

40502040

6 その他

3,000 2,538

柿生駅周辺地区再開
発等事業

33,013 31,624

南武線沿線まちづくり
推進事業 2,160

34,242

40502060

柿生駅周辺地区については、民間主導の
再開発を誘導し、安全で安心して暮らせる
まちづくりを推進します。

南武線沿線の土地利用転換の機会を捉え
た戦略的かつ機動的な誘導により、民間
活力を活かした駅を中心としたまちづくりを
推進します。

3,000 2,695

Ⅰ
現状のま
ま継続

A 
貢献して
いる

336,215 35,361

335,215

A 
貢献して
いる

Ⅰ
現状のま
ま継続

33,000 2,646

33,000

B 
やや貢献
している

Ⅰ
現状のま
ま継続

33,500 2,916

32,500

区　分 達成状況区分を選択した理由

４　施策の達成状況

施策の
達成状況

（指標等の成果を中
心に施策を構成す
る事務事業の評価
等から総合的に評

価）

選択区分

A

Ａ．順調に推移した
　　（目標を達成した）
Ｂ．一定の進捗があった

　（目標未達成のものがあるが
　　一定の進捗があった）
Ｃ．進捗が遅れた
　　（現状を下回るものが多くあった）
Ｄ．進捗は大幅に遅れた
（現状を大幅に下回った）

●「南武線沿線まちづくり方針」の策定には至らなかったものの、３回開催した連立事業の
地域勉強会において、沿線まちづくりの方向性を整理し、方針素案を取りまとめるとともに、
西加瀬地区の民間事業において、周辺市街地との調和等に配慮し、かつ、民間事業者の
スピード感に適切に対応した調整・誘導を行うなど、事務事業としては、ほぼ目標どおりに
進捗しています。その他の配下の事務事業の取組は、概ね掲げた目標どおりに進捗しまし
た。
●地域生活拠点の駅周辺人口及び駅平均乗車人員とも、数値目標を達成していることか
ら、引き続き、目標達成に向けて事業を推進します。

Ⅰ．効果的な事業構成である
　　（現状のまま継続する）
Ⅱ．概ね効果的な構成である
　　（一部見直し等の余地がある）
Ⅲ．あまり効果的な事業構成でない
　　（見直し等の余地が大きい）
Ⅳ．事業構成に問題がある
　　（抜本的な見直し等が必要である）

区　分 「事業構成の妥当性を選択した理由」及び「今後の方向性」

●新川崎・鹿島田駅周辺は、土地利用誘導や民間開発の誘導などを継続して行っていきま
す。
●溝口駅周辺は、広場整備の整備効果を活かした民間開発の誘導を行っていきます。
●鷺沼駅周辺は、公共機能を含めた導入する都市機能の検討などを行っていきます。
●登戸駅・向ヶ丘遊園駅周辺は、引き続き、集団移転を活用し、着実に事業を推進するとと
もに、効率的・効果的な執行体制により、早期事業完了に向けた取組を推進していきます。
●柿生駅周辺は、まちづくりビジョンに基づき、南口再開発事業の推進と駅周辺のまちづく
りを推進します。
●南武線沿線は、南武線連続立体交差事業の進捗に合わせながら、まちづくり方針を策
定・公表の上、沿線におけるまちづくりを推進していきます。
●南武支線沿線は、方針に基づき、「小田周辺戦略エリア整備プログラム」などを作成し、
具体的な事業実施を図り、身近な地域が連携した沿線まちづくりを推進していきます。

●「南武支線沿線まちづくり方針」の策定
●駅アクセスの改善に向けた取組の推進

事務事業の概要
（簡潔に記載）

新川崎駅・鹿島田駅周辺地区について
は、大規模な土地利用転換を捉え、商業・
都市型住宅・研究開発機能等の集積を誘
導するとともに、道路等の都市基盤施設
の充実を図ります。

溝口駅周辺地区については、地域生活拠
点としての交通結節機能の強化を図るた
めの広場整備を行います。

鷺沼駅周辺地区については、駅を中心に
高齢者等の多様なライフスタイルに対応し
た都市機能集積及び交通結節機能の強
化に向けた取組を推進します。

登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区については、
交通結節機能、自然環境、文化施設等の
立地環境を活かし、魅力と活力にあふれ
た市北部の拠点地区の形成を土地区画
整理事業により推進します。

7 その他

2,592

40502070

南武支線沿線まちづく
り推進事業

小田栄駅設置を契機に、交通結節機能の
改善などによる鉄道軸の強化や住環境の
改善などの取組を戦略的かつ段階的に行
うことにより、沿線地域の持続的な発展に
向けたまちづくりを推進します。

8



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

-

10,986

0

-

8,986

H29年度

都市計画法・都市再開発法

事務事業
事務事業コード

40502010

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 実施計画の記載

新川崎駅・鹿島田駅周辺地区まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

1.08

人件費※　B

27,000 -

13,522総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 1.39

14,187 273,346 12,286

年度

11,787

2,400 -

予算額 決算額 計画事業費

2,400 261,559

0 -

事業費　A 59,285 2,555,578

一般財源 24,035 -

H27年度 H28年度

8,250

0

-

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

3,300

11,787

2,000

- 0 - 0 0

0 - 0

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、住宅基本計画、総合都市交通計画

□ □ □  

実施根拠 □ □

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標どおり達成できました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1

2

3

4
目標

説明 実績

目標

目標

説明 実績

説明

目標

実績

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

市民

民間の土地利用の機動的な誘導及び市街地再開発事業の推進により、利便性の高い拠点形成を目指します。

大規模な土地利用転換を捉え、商業・都市型住宅・研究開発機能等の集積を誘導するとともに、併せて道路等の都市基盤施設の充
実を図ります。

①新川崎地区地区計画に基づく土地利用誘導の推進
②民間開発の誘導

3,300 2,000 4,536

0

0

8,9868,986



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

民間開発の動向を注視しながら、駅周辺の魅力の増進に向けた民間開発の協議・調整を図ることで、地域
生活拠点として相応しい土地利用誘導を継続して行っていきます。

有効性

効率性

新川崎地区における民間開発や産学交流・研究開発施設（ＡＩＲＢＩＣ）の整備が進むなど、個性のある利便性の高い地域として施策
の効果は徐々に上がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間開発の誘導については、委託などにより民間を活用し、適切な事業手法を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進して
います。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

民間開発などの土地利用誘導は、個性を活かした魅力ある地域生活拠点の形成に資する取組であり、貢献
度は高いと考えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

c

a．可能性はない
b．可能性はある

新川崎・鹿島田駅周辺地区は、本市の地域生活拠点として相応しい都市機能の集積や都市基盤整備を推進していく必要がありま
す。

方向性区分

必要性

H 28 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

大規模な土地利用転換を契機とし、地域生活拠点にふさわしい都市機能の集積を図るとともに、道路等の都市基盤施設の充実が求
められています。

新川崎駅周辺地区
　平成26年 1月　鹿島田こ線歩道橋の供用開始
　平成27年 3月　新川崎交通広場の供用開始
　平成28年 3月　新川崎駅前広場ロータリーのＵＤタクシー専用乗場の供用開始
鹿島田駅周辺地区
　平成26年10月　新川崎駅側ペデストリアンデッキの供用開始
　平成27年 4月　鹿島田駅側ペデストリアンデッキの供用開始
　平成28年11月　鹿島田駅西部地区市街地再開発事業の竣工に伴う鹿島田駅・新川崎駅間をつなぐ歩行者動線の全面開通

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

市民→バスターミナルや鉄道利用者

市民が安全で安心できる生活拠点の都市基盤整備を促進します。

南口広場の整備効果を活かしたまちづくりを推進します。

①　民間開発の誘導

0 0 0

0

0

00

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

説明

目標

実績

目標

説明 実績

説明 実績

目標

4
目標

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標どおり達成できました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1

2

3

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、総合都市交通計画

□ □ □ □

実施根拠 □  □

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

0

23,744

0

- 13,899 - 0 0

287,000 - 0

年度

23,744

26,653 -

予算額 決算額 計画事業費

472,752 541,574

145,200 -

事業費　A 264,838 102,000

一般財源 15,259 -

H27年度 H28年度

100,000

5,579

-

実施計画の記載

溝口駅周辺地区まちづくり推進事業 有

事業開始年度

昭和５８年度

0

人件費※　B

144,000 -

0総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 2.8

496,496 565,318 0

事務事業
事務事業コード

40502020

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

－ その他 ―

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名

-

0

0

-

0

H29年度

都市計画法・道路法



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

これまでの拠点整備の波及効果を効率的かつ効果的に活用しながら、今後も引き続き、地域特性や個性を活かした地域生活拠点の
形成に取り組みます。

・バスシェルターにソーラーパネルを設置し、地下駐輪場の照明の電力に使用しています。
・保水性平板ブロックや遮熱性舗装を採用しヒートアイランド現象等の環境に配慮しています。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

　溝口駅周辺地区は、本市の地域生活拠点として、歴史的・文化的資源と民間活力を活かしたまちづくりを進める必要があります。

方向性区分

必要性

H 25 年度 □

民間開発の動向を注視しながら、駅周辺の魅力の増進に向けた民間開発の協議・調整を図ることで、地域
生活拠点として相応しい土地利用誘導を継続して行っていきます。

有効性

効率性

南口広場の整備によるバスバースの拡充等に伴い、バス便の増強が図られるなど、事業の成果は徐々に上がってきています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

民間開発の誘導については、委託などにより民間を活用し、適切な事業手法等を検討するなど、効率的かつ効果的に事業を推進し
ていきます。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

民間開発などの土地利用誘導は、個性を活かした魅力ある地域生活拠点の形成に資する取組であり、貢献
度は高いと考えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

c

a．可能性はない
b．可能性はある



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

-

21,006

0

-

5,741

H29年度

事務事業
事務事業コード

40502030

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― ― ―

501200 まちづくり局総務部企画課

事務事業名 実施計画の記載

鷺沼駅周辺まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

0.69

人件費※　B

0 -

17,513総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 0.6

9,948 9,192 57,241

年度

5,088

4,860 -

予算額 決算額 計画事業費

4,860 4,104

0 -

事業費　A 1,500 1,296

一般財源 1,500 -

H27年度 H28年度

0

0

-

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

31,500

5,088

15,265

- 0 - 0 0

0 - 0

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、総合都市交通計画

□ □ □ □

実施根拠 □ □  

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標通り達成できました。
①鷺沼駅前地区再開発準備組合が組成するなど、都市計画手続きに向けた取組を推進しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1

2

3

4
目標

説明 実績

目標

目標

説明 実績

説明

目標

実績

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

市民、地権者等

駅を中心に多様なライフスタイルに対応した魅力ある地域生活拠点の形成をめざします

民間活力を活かした駅前広場の再整備等による、鷺沼駅周辺を中心に多様な都市機能の集積及び交通結節機能の強化に向けた
取組を推進します。

①鷺沼駅前地区の都市計画手続の推進 
②「田園都市線沿線まちづくりに関する包括協定」に基づく、まちづくり事業の推進
　・宮前平駅周辺の魅力の増進に向けた取組の推進
③鷺沼駅前地区の民間事業の誘導

51,500 15,265 11,772

20,000

0

5,7415,741



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

駅を中心に高齢者等の多様なライフスタイルに対応した都市機能集積及び交通結節機能の強化に向け、再
開発準備組合等との協議・調整を図り、公共機能を含めた導入する都市機能の検討や交通広場の再整備
に関する協議調整を行っていきます。

有効性

効率性

鷺沼駅前再開発準備組合の設立などにより、事業計画の調整の熟度や市民意識等が高まっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

川崎市内における「東急沿線まちづくり」の連携・協力に関する包括協定の締結によって、民活活力を活かした事業成果が高まること
が見込まれます。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

民間開発などの土地利用誘導は、個性を活かした魅力ある地域生活拠点の形成に資する取組であり、貢献
度は高いと考えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

a．可能性はない
b．可能性はある

鷺沼駅周辺は、地域生活拠点として位置づけられていますが、住民の高齢化や建物の老朽化、駅アクセス等の課題が残されてお
り、土地の高度利用も図られていないため、引き続き、多様な都市機能の集積と交通結節機能の強化に向けた取組を推進する必要
があります。

方向性区分

必要性

H 27 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

　鷺沼駅北口改札の開設や歩行者信号機の設置等により、安全性向上など一定の改善が図られていますが、バスやタクシーなどの
輻輳や、歩行者の駅アクセス性の向上など、未だに課題があります。また、沿線開発から50年以上経過する地域もあり、今後沿線人
口の高齢化や建物の高経年化の進展などが予想され、新たな課題に対応する必要があります。

川崎市内における「東急沿線まちづくり」の連携・協力に関する包括協定を締結し、鉄道事業者との連携協力体制を構築

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

-

5,707,667

1,289,025

-

196,352

H29年度

事務事業
事務事業コード

40502040

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

平成３７年度 その他 ―

506100 まちづくり局登戸区画整理事務所

事務事業名

土地区画整理法

実施計画の記載

登戸土地区画整理事業 有

事業開始年度

昭和６３年度

23.6

決算額 予算額 決算額(見込)予算額 決算額 計画事業費

4,427,501 5,163,366

- 491,070

①整備プログラムに基づく重点的な整備の推進
　・駅前広場の整備計画の策定
②登戸駅西側周辺地区等の集団移転の実施
③早期の事業完了に向けた効果的な事業手法の検討
④多摩区の玄関口にふさわしいまちの賑わいの創出に向けた取組の推進

改革項目 課題名

4,240,2834,328,810総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

-1,076,550 -

200,128

442,726

- 865,993 - 671,838 1,022,564

1,992,000 - 1,893,000

492,958

4,627,629 5,363,494

年度

200,128

事業費　A 3,619,079 2,022,272

一般財源 450,083 -

H27年度 H28年度

792,760

750,236

-

予算額

人件費※　B

1,626,000 -

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、情報化推進プラン、総合都市交通計画、登戸土地区画整理事業整備プロ
グラム

□ □ □ □

実施根拠 □ □

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標どおり達成できました。
②の集団移転については、登戸駅西側周辺地区で移転が完了するとともに、新たに４エリアで着手するなど、地区内計９エリアで実
施しており円滑に事業が進んでいます。これに伴い、仮換地指定率も目標としていた1.6％増加の約２倍となる3.1％の増加となり、目
標を上回りました。
④の取組については、登戸駅西側周辺で、住民が主体となったまちづくり検討会が計１０回開催され、その取組を支援した結果、「登
戸駅西側まちづくり方針」が策定されました。
一方、①の取組について、登戸２号線など幹線道路の早期着手など、一定の成果を挙げている中、駅前広場については、これまでに
基本設計等による素案を作成しているものの、両駅前での住民主体によるまちづくり活動と連携・調和した整備計画策定の取組が必
要であるため、駅前周辺の整備時期と合わせ、まちづくり活動の機運を見定めつつ、今後、適切な時期に、整備計画を策定すること
としました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

仮換地指定率

仮換地指定面積（累計）と全宅地面積との割合。

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1

2

81.6
％

説明 実績 75.2 80.6 83.7

目標 80

目標

活動
指標

説明 実績

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

予決算
（単位：
千円）

政　　策

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

市民、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区

都市計画道路や駅前広場などの主要な交通幹線網の整備や、地域の生活基盤となる区画道路・公園の整備とあわせて、土地の整
形化や建物の更新を図ることで、地区の拠点形成や防災性の向上・生活環境の改善を推進します。

平成３７年度の事業完了に向けて、骨格となる幹線道路や駅前周辺等、整備効果の高い箇所の整備を重点的に進めるとともに、効
果的な事業手法である集団移転の活用による事業を推進します。

2(1) 市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化 15 登戸土地区画整理事業補償業務執行体制の見直し

4,132,458 5,511,315 4,043,931

1,076,550

2,757,000

196,352196,352

人工（単位：人） 23.6



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅲ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

方向性区分

民間活力による補償支援業務を導入したことにより、集中する補償業務への対応が図られているとともに、集団移転の推進や、移転
補償交渉等に係るノウハウの活用を通じて、事業推進に寄与しています。

引続き、効果的な事業手法である集団移転を活用し、着実に事業を推進するとともに、集団移転の実施によ
り、さらに業務量が増加する移転補償交渉業務や道路等整備に係る工事設計監督業務などに対応するた
め、予算の増加や民間部門の活用を拡大し、早期事業完了に向けた取組を推進していきます。

登戸駅西側周辺地区の集団移転が完了し、他のエリアでも集団移転が円滑に進んでおり、事業の進捗を示
す仮換地指定率も目標を上回って達成できたことから、施策への貢献があります。

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

事業の早期完了に向け、事業進捗に応じた必要な予算・人員を確保する必要があります。平成２５年度より民間事業者を活用した補
償交渉支援業務を導入しており、その効果検証を踏まえ、引き続き効率的・効果的な事業の推進が求められています。

平成２７年度：事業計画を変更し、事業施行期間をH37年度末まで延伸しました。
平成２５年度～：集団移転手法を活用した効率的・効果的な事業推進を図るため、補償交渉支援業務を導入しました。

有効性

効率性

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

c

a．可能性はない
b．可能性はある

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

防災性の向上や生活環境の改善を図るため、早期の事業完了が求められていることから、集団移転を活用し、民間活力を活かした
補償交渉支援業務も導入しながら、施行者として行政が効率的・効果的に事業を進めていく必要があります。

活動指標は目標値を上回り達成しています。今後とも集団移転を活用し、事業を推進します。

H 27 年度 □

a

評価の理由

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？必要性



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

事業施行区域内の関係権利者

民間主導の再開発を誘導し、安全で安心して暮らせるまちづくりを推進します。

地区内の権利者で構成される地元組織に対する支援を行い、再開発事業を適切に誘導するとともに、駅周辺地域における歩行者等
の安全性の確保と安定したバスサービスの提供のためのバス暫定広場を適切に維持管理します。

①事業化に向けた取組の推進
　・地域が主体となった再開発検討組織の運営支援
　・土地利用計画の検討
②バス暫定広場の維持管理

36,215 35,215 34,242

0

0

10,48310,483

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

説明

目標

実績

目標

説明 実績

説明 実績

目標

4
目標

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標どおり達成できました。
①駅前広場等の都市基盤施設の整備検討や必要な都市機能の誘導を行うなど、市街地再開発事業の事業化に向けた取組を推進
しました。また、駅南口・北口の一体的かつ計画的なまちづくりを推進していくための「柿生駅周辺地区まちづくりビジョン」を策定しま
した。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1

2

3

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、環境基本計画、総合都市交通計画

□ □  

実施根拠 □  □

□

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

36,215

7,123

35,215

- 0 - 0 0

0 - 0

年度

7,123

36,215 -

予算額 決算額 計画事業費

36,215 35,361

0 -

事業費　A 33,013 31,624

一般財源 33,013 -

H27年度 H28年度

0

0

-

実施計画の記載

柿生駅周辺地区再開発等事業 有

事業開始年度

―

1.26

人件費※　B

0 -

44,725総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 0.84

43,338 42,484 46,698

事務事業
事務事業コード

40502050

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名

-

45,698

0

-

10,483

H29年度

都市再開発法



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

a

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

柿生駅南口地区における歩行者の安全確保や駅前商業の活性化とともに、鉄道と路線バスとの交通結節機能の改善といった本市
の北部地域における身近な日常生活上の拠点としての整備が求められています。

平成19年度：麻生10号線の安全対策のため、バス暫定広場の供用を開始し、バス停機能を駅前から移しました。
平成27年度：長期に渡る停滞を打開するため、土地所有者のみで構成される会合を新たに開始し、事業に対する気運を醸成する取
組を重点的に推進しました。
平成28年度：これまで参加しなかった土地所有者を含めた新準備組合を設立させました。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

・柿生駅南口については、準備組合のもと、事業計画素案が策定され、地域に対する説明会が開催されるなど、事業化に向けた取
組が活発になっていることから、今後も積極的にまちづくりを推進していく必要があります。
・バス暫定広場についても、市民サービスの質を低下させないよう、適切な対応が必要となります。

方向性区分

必要性

H 28 年度 □

民間開発の動向や柿生駅周辺を取り巻く環境の変化などに注視しながら、身近な駅周辺地区に相応しい南
口再開発事業の推進と柿生駅周辺のまちづくりへの取組を継続して行っていきます。

有効性

効率性

・柿生駅南口再開発事業の推進やビジョンに基づく北口のまちづくりの誘導などにより、地域のまちづくりへの機運が高まっており、
取組の成果は上がってきています。
・バス暫定広場の適切な維持管理により、市民サービスの質は確保されています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

事業の円滑な推進にあたり、再開発準備組合との役割分担や委託による民間の活用などを行っており、効率的かつ効果的に事業を
推進しています。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

南口再開発事業の取組の推進や「柿生駅周辺地区まちづくりビジョン」を策定したことは、身近な地域が連携
した住みやすく暮らしやすいまちづくりを推進する上で、貢献度は高いと考えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

c

a．可能性はない
b．可能性はある



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

-

11,569

0

-

9,069

H29年度

都市計画法・都市再開発法

事務事業
事務事業コード

40502060

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 その他 

504100 まちづくり局市街地整備部地域整備推進課

事務事業名 実施計画の記載

南武線沿線まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

1.09

人件費※　B

0 -

11,229総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 0.33

6,298 5,714 12,069

年度

2,798

3,500 -

予算額 決算額 計画事業費

3,500 2,916

0 -

事業費　A 3,000 2,538

一般財源 3,000 -

H27年度 H28年度

0

0

-

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

3,000

2,798

2,500

- 0 - 0 0

0 - 0

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

まち・ひと・しごと創生総合戦略、都市計画マスタープラン、住宅基本計画、総合都市交通計画

□ □ □

実施根拠 □  □

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

①南武線連続立体交差事業の構造工法の決定を踏まえ、３回開催した連立事業の地域勉強会において、沿線まちづくりの方向性を
整理し、方針素案をとりまとめました。
③西加瀬地区については、都市基盤施設の改善や周辺市街地との調和等に配慮するような調整等を事業者と行いました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1

2

3

4
目標

説明 実績

目標

目標

説明 実績

説明

目標

実績

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

①「南武線沿線まちづくり方針」の策定

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

市民

南武線沿線における駅を中心とする魅力あるまちづくりを推進します。

南武線連続立体交差事業との連携を図りながら、沿線の土地利用転換を戦略的・機動的に誘導し、駅前の顔づくりの誘導や駅まで
のアクセス向上など、民間活力を活かしたまちづくりを推進します。

①「南武線沿線まちづくり方針」に基づく事業の推進
②民間開発の誘導
③南武線各駅を中心とした適切な土地利用方策の検討

3,000 2,500 2,160

0

0

9,0699,069



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

南武線連続立体交差事業の構造工法の決定を踏まえ、今年度開催した地域勉強会において、高架下の利
活用なども含め、まちづくりの方向性について確認ができました。今後、連続立体交差事業の事業スケ
ジュールも見据えつつ、まちづくり方針を策定・公表の上、沿線におけるまちづくりを適切に推進してまいりま
す。

有効性

効率性

地域勉強会を開催することで、沿線まちづくりの方向性について理解を得ることができました。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

沿線のまちづくりを推進していく上で、民間活力を活かしながら、適切な土地利用誘導を行うことで、事業の効率性が高まるものと考
えます。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

B
施策への
貢献度

具体的な事業着手には至っていないものの、沿線まちづくりの必要性については、市民に対して一定の理解
を得ることができ、今後の駅を中心としたまちづくりの推進にあたって、一定程度の貢献はありました。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

a

a．可能性はない
b．可能性はある

ＪＲ南武線連続立体交差事業に関する地域勉強会においても、連立事業とそれに伴う沿線のまちづくりの必要性についての市民の
関心は高く、戦略的・機動的にまちづくりを推進していく必要があります。

方向性区分

必要性

H 29 年度 □

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

b

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

これまでの拠点整備の波及効果を効率的かつ効果的に活用しながら、沿線のまちづくりを進めます。

平成27年度：「沿線まちづくりの基本的な考え方」を示しました。
平成28年度：南武線連続立体交差事業の進捗にあわせ、連立事業の地域勉強会や市民説明会において沿線まちづくりの考え方の
説明を行いました。
平成29年度：南武線連続立体交差事業の構造工法の決定を踏まえ、連立事業の地域勉強会において沿線まちづくりの方向性につ
いて説明を行いました。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？



事業の概要

市が直接実施 一部委託 全部委託・指定管理 ボランティア等との協働 その他

国・県の制度 国・県の制度＋市独自の制度 市独自の制度

※　人件費は、各年度の予算における職員１人当たり人件費に、各年度の人工を乗じて算出した参考値です。

計　画　（Plan）

実施結果　（Do）

改革項目 課題名

予決算
（単位：
千円）

政　　策

新川崎・鹿島田、溝口、鷺沼・宮前平、登戸・向ヶ丘遊園駅周辺の魅力を高める

沿線住民等

公共交通機能強化や住環境の改善などにより、まちの活力と魅力が持続するまちづくりを推進します。

　小田栄駅の設置や新たな密集市街地の取組を契機に、交通結節機能の改善などによる鉄道軸の強化や防災面を含めた住環境の
改善などの取組を戦略的かつ段階的に行うことにより、沿線地域の持続的な発展に向けたまちづくりを推進します。

①「南武支線沿線まちづくり方針」の策定
②周辺地域からの「駅へのアクセスの改善方策」に基づく取組の推進

3,000 3,000 2,592

0

0

11,64811,648

平成２９年度　事務事業評価シート

事業の目的
（対象をどのような状態にしたいか）

政策体系

事業の対象
（事業の対象となる人、物）

事業の内容
（どういった業務内容で、どのような

手段で実施しているか）

目標・実績 H27年度 H28年度 H29年度 単位

行財政改革プログラムに 
関連する課題名

当初計画からの変更箇所
（上記計画に記載されている内容か

ら変更となる取組）

取組内容の実績等
（上記「当該年度の取組内容」に対し、
「数値等でより具体的に実績を示すこ
とができる取組」、又は「未達成部分」
若しくは「より達成できた部分」を記載）

3
　１．目標を大きく上回って達成
　２．目標を上回って達成
　３．ほぼ目標どおり

上記「当該年度の
取組内容」に対する達成度

実施形態

説明

目標

実績

目標

説明 実績

説明 実績

目標

4
目標

当該年度の取組内容
（第1期実施計画に記載されている具

体的な当該年度の取組）

魅力ある都市拠点を整備する

目標どおり達成できました。
①については、「南武支線沿線まちづくり方針」を策定しました。
②の駅へのアクセスの改善方策に基づく取組の推進については、小田栄駅周辺において関係部署との調整の上、駐輪場の増強及
び自転車等放置禁止区域の指定を行いました。また、駅へのアクセスの改善だけではなく、道路機能強化や公共空間の有効活用に
ついて、関係部署との調整の上、沿線まちづくり方針の戦略的取組に設定し、段階的な整備の方向性を整理しました。

４．目標を下回った
５．目標を大きく下回った

説明 実績

指標分類 数値で事業の実績・効果等を把握できる指標　（指標の説明）

施　　策 個性を活かした地域生活拠点等の整備

直接目標

1

2

3

総合計画と連携する計画等

（法令・要綱等）

都市計画マスタープラン、総合都市交通計画

□ □ □

実施根拠 □ □  

予算額 決算額 予算額 決算額(見込)

-

3,000

5,936

3,000

- 0 - 0 0

0 - 0

年度

5,936

3,000 -

予算額 決算額 計画事業費

3,000 2,646

0 -

事業費　A 3,000 2,695

一般財源 3,000 -

H27年度 H28年度

0

0

-

実施計画の記載

南武支線沿線まちづくり推進事業 有

事業開始年度

―

1.4

人件費※　B

0 -

14,240総コスト(A+B)

市債

その他特財

財
源
内
訳

国庫支出金

-

人工（単位：人） 0.7

8,936 8,582 14,648

事務事業
事務事業コード

40502070

担　　当
所属コード 所属名

実施期間
事業終了年度 事務・サービス等

の分類

分類1（市民サービス等） 分類2（内部事務）

― その他 ―

505600 まちづくり局市街地整備部防災まちづくり推進課

事務事業名

-

14,648

0

-

11,648

H29年度



評　価　（Check）

実施 （直近） 未実施

改　善　（Action）

事業を取り巻く社会環境の変化
（国・県・他団体の動向や法改正、規

制緩和など）

事業の見直し・改善内容

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

b

a

評価の理由

a．上がっている
b,　徐々に上がっている
c．上がっていない

a

評価の理由

評価項目 評価

a．薄れていない
b．薄れている a
a．ない
b．ある

具体的な見直し・改善内容
※過去に見直した履歴も記載

できる場合は記載

　小田栄駅設置や南武支線の増便などの機能強化や密集市街地の改善に向けた新たな取組方針の策定などの状況変化を捉え、
沿線のまちづくりを推進していく必要があります。

平成29年度　身近な地域が連携した沿線まちづくりを推進するため「南武支線沿線まちづくり方針」を策定しました。

【市民のニーズ】
　事業を取り巻く環境の変化等により、事業に対するニーズが薄れていないか？

【市が実施する必要性】
　他都市で、民間等でサービス提供している事例がないか？

南武支線沿線地域については、高齢化や人口減少などにより活力低下が懸念されること、密集市街地を抱えていることなどから、沿
線まちづくり方針を策定し、にぎわいの創出や防災性の向上、住環境の改善などの取組を推進する必要があります。

方向性区分

必要性

H 29 年度 □

今年度、南武支線沿線まちづくり方針を策定し、沿線地域の持続的な発展に向けた取組の方向性を示すこ
とができたことから、今後は、方針に基づく「小田周辺戦略エリア整備プログラム」や「密集市街地の改善を
効果的に促進させる南部防災センターの土地利用方針」を作成し、具体的な事業実施を図り、にぎわいの創
出や防災性の向上、住環境の改善などの取組により、身近な地域が連携した沿線まちづくりを推進していき
ます。

有効性

効率性

方針策定段階であり、具体的な事業実施は今後となりますが、行政のまちづくりに対する取組の方向性を「沿線まちづくり方針」とし
て対外的に示していることから、地域住民の意識啓発に繋がっています。

【成果】
　活動結果（活動指標等）に対し事業の成果（成果指標等）は順調に上がっているか？

【民間の活用】
　委託や指定管理者制度など、実施手法について民間活用によりコストを削減できる余地があるか？

【事業手法等の見直し】
　事業の成果を維持しながら、契約方法、仕様の見直しなどによる経費削減や事務手続きの見直しなどによ
る事務改善の可能性があるか？

【質の向上】
　事業を適正な（過小でも、過大でもない）規模の人員体制・費用で行いながら、市民サービスや市役所内部
（職員・組織）の質の向上を図ることができる余地があるか？

今後の事業実施段階において、「民間活力」や「新たな事業手法」などの導入を推進していくため、関係部署との調整を図り、沿線ま
ちづくり方針に取組の方向性を示しています。

Ⅰ．現状のまま継続
Ⅱ．改善しながら継続
Ⅲ．事業規模拡大
Ⅳ．事業規模縮小
Ⅴ．事業廃止
Ⅵ．事業終了

Ⅰ

上記「有効性」の成果等を踏まえ左記区分を選んだ理由

今後の事業
の方向性

実施結果（Ｄｏ）や評価（Ｃｈｅｃｋ）を踏まえた今後の方向性

評価の理由

貢献度区分

A．貢献している
B．やや貢献している
C．貢献の度合いが薄い

A
施策への
貢献度

沿線まちづくりについては、総合計画における「都市構造と交通体系の考え方」の中で新たに示された考え
方であり、南武支線沿線地域において、本市初となる沿線まちづくり方針を策定したことで、他の沿線地域に
おける指針となり、「個性を活かした地域生活拠点等の整備」に貢献しているものと考えます。

a．余地はない
b．余地はある
c．既に実施済み

a

b

a．可能性はない
b．可能性はある


